北海道種馬鈴しょ生産販売取締条例施行規則（昭和27年8月26日規則第162号）
最終改正　令和元年12月13日規則第54号
第１章　総則
（権限の委任）
第１条　次の各号に掲げる事務は、総合振興局長及び振興局長（以下「総合振興局長等」という。）に委任する。
(１)　北海道種馬鈴しょ生産販売取締条例（昭和27年北海道条例第67号。以下「条例」という。）第７条第１項の規定による種馬鈴しょ集荷販売業者の登録に関すること。
(２)　条例第９条第１項の規定による登録販売業者に対する報告の徴収及び立入調査に関すること。ただし、知事が自らその権限を行うことを妨げるものではない。
(３)　条例第10条の規定による登録販売業者に対する登録の取消しに関すること。
第１章の２　登録生産者
（登録の資格）
第１条の２　生産者登録を受けようとする者は、次に掲げる要件を具備しなければならない。
(１)　種馬鈴しょの生産に適したほ場を有すること。
(２)　経営畑面積おおむね１ヘクタール以上で、かつ、種馬鈴しょ作付計画面積10アール以上であること。
(３)　種馬鈴しょの栽培において４年以上の輪作を行い得ること。
(４)　種馬鈴しょの栽培について３年以上の経験がある者又はこれと同等以上の技術を有すると認められる者であること。
(５)　過去１年以内において条例第10条各号のいずれかに該当する違反行為のない者であること。
（登録の有効期間）
第２条　生産者登録の有効期間は、生産年度に従い、３年とする。
（登録申請）
第３条　生産者登録を受けようとする者は、前条に規定する登録有効期間中を除き、種馬鈴しょを生産しようとする前年の７月15日までに、別記第１号様式の登録申請書を知事に提出しなければならない。
第４条　削除
（登録の決定）
第５条　知事は、第３条の規定による申請があったときは、登録の適否を決めなければならない。
（登録及び登録証票の交付）
第６条　知事は、前条の規定により適当と決定した者に対しては、別記第２号様式の生産者登録台帳に登録し、別記第３号様式の登録証票を申請者に交付しなければならない。
２　知事は、登録を不適当と決定した者に対しては、その旨を申請者に通知しなければならない。
第７条　削除
（登録の取消し）
第８条　知事は、条例第10条の規定により登録生産者の登録を取り消すときは、登録生産者にその旨示達し、登録証票の返還を命じなければならない。
２　登録生産者は、前項の命令を受けたときは登録証票を知事に返還しなければならない。
（生産廃止又は休止の届出）
第９条　登録生産者が種馬鈴しょの生産を廃止又は休止したときは、廃止にあっては、登録証票を添え、知事にその旨を届け出なければならない。
（登録証票の再交付）
第10条　登録生産者が登録証票を亡失又は損傷したときは、理由書及び損傷にあっては、当該登録証票を添え、知事に再交付を申請することができる。
第11条及び第12条　削除
（採種ほ選定及び生産の管理の基準）
第13条　条例第５条に規定する基準は、毎年生産管理開始までに定めて登録生産者に配付する。
第２章　登録販売業者
（欠格事由）
第14条　次の各号のいずれかに該当する者は、登録販売業者の登録を受けることができない。
(１)　条例第10条第１号に該当する違反行為を行い、同条の規定により登録販売業者の登録を取り消され、その処分のあった日から１年を経過しない者
(２)　条例第10条第２号に該当する違反行為を行い、当該行為後１年を経過しない者
(３)　条例の規定に違反して罰金の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなった日から１年を経過しない者
(４)　破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者
(５)　精神の機能の障害により種馬鈴しょの集荷販売の業を適正に行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者
(６)　登録販売業者の登録を受けようとする者が法人である場合において、その法人の業務を代表する役員が前各号のいずれかに該当するとき。
（登録の有効期間）
第15条　登録販売業者の登録の有効期間は、登録の日以後最初に集荷販売しようとする種馬鈴しょの生産年の翌々年に生産される種馬鈴しょの取扱い終了までとする。
（登録申請）
第16条　登録販売業者の登録を受けようとする者は、前条に規定する登録有効期間中を除き、種馬鈴しょを集荷販売しようとする日の30日前までに、別記第５号様式の登録申請書を住所地（法人にあっては、主たる事務所の所在地）又は集荷予定地の総合振興局長等に提出しなければならない。
（登録の決定）
第17条　総合振興局長等は、第16条の規定による申請があったときは、登録の適否を決めなければならない。
（登録事務）
第17条の２　総合振興局長等は、前条の規定により適当と決定した者については、別記第６号様式の販売業者登録台帳に登録し、その旨を告示するとともに、別記第７号様式の登録証票を申請者に交付しなければならない。
２　総合振興局長等は、登録を不適当と決定した者に対しては、その旨を申請者に通知しなければならない。
（登録の変更等）
第17条の３　登録販売業者は、氏名又は住所（法人にあっては、その名称、代表者の氏名又は主たる事務所の所在地）に変更があったときは、速やかに、別記第８号様式の種馬鈴しょ集荷販売業者登録事項変更届出書に、前条第１項の登録証票（当該登録販売業者が第18条の登録証票謄本を有する場合にあっては、当該登録証票謄本を含む。次項及び第22条において同じ。）を添えて、総合振興局長等に届け出なければならない。
２　総合振興局長等は、前項の規定による変更の届出があったときは、その旨を告示するとともに、前項の登録証票を書き換えて、届出者に交付しなければならない。
（登録の取消し）
第17条の４　第８条の規定は、登録販売業者の登録の取消しについて準用する。この場合において、同条中「知事」とあるのは「総合振興局長等」と、「登録生産者」とあるのは「登録販売業者」と読み替えるものとする。
（登録証票又は同謄本の携帯）
第18条　登録販売業者が種馬鈴しょの集荷販売を行う場合は、第17条の２第１項の登録証票を携帯し、関係者の請求があったときは提示しなければならない。ただし、登録証票を携帯することが困難な場合は、総合振興局長等から登録証票謄本の交付を受け、これに代えることができる。
（登録証票及び同謄本の再交付）
第19条　登録販売業者が第18条の登録証票又は登録証票謄本を亡失又は損傷したときは、理由書及び損傷にあっては、当該登録証票又は登録証票謄本を添え、総合振興局長等に再交付の申請をすることができる。
第20条　削除
（業務報告）
第21条　その年産の種馬鈴しょに関し業務を終了したときは、登録販売業者は、直ちに別記第10号様式の業務報告書を総合振興局長等に提出しなければならない。
（登録証票の返還）
第22条　条例第10条の規定により登録販売業者の登録を取り消されたとき、又は登録販売業者がその業務を終了し、若しくは廃止したときは、登録販売業者は、その登録証票を総合振興局長等に返還しなければならない。
第３章　雑則
（身分を示す証票の様式）
第23条　条例第９条第２項の身分を示す証票は、別記第11号様式によるものとする。
附　則
１　この規則は、公布の日から施行する。
２　昭和27年に限り、第３条中「７月15日」とあるのは「８月31日」と、第11条中「８月15日」とあるのは「９月10日」と読み替えるものとする。
附　則（昭和31年１月25日規則第12号）
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（昭和31年６月12日規則第84号）
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（昭和31年８月１日規則第101号）
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（昭和32年７月31日規則第98号）
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（昭和33年６月６日規則第64号）
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（昭和33年12月28日規則第168号）
この規則は、昭和34年１月１日から施行する。
附　則（昭和34年６月２日規則第64号）
１　この規則は、昭和34年７月１日から施行する。
２　この規則の施行により収入証紙をもって納付しなければならないこととなる手数料に係るもので、この規則施行前に納付の義務の生じた手数料の納付については、なお従前の例による。
附　則（昭和35年11月14日規則第116号）
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（昭和36年３月31日規則第38号）
１　この規則は、昭和36年４月１日から施行する。
２　この規則による改正前のこの規則の各条により改正されることとなる規則（以下「当該規則」という。）に基づく証明書等でこの規則施行の際現に効力を有するものは、この規則による改正後の当該規則に基づく証明書等とみなす。
３　この規則の施行の際、現にこの規則による改正前の当該規則に基づいて作成されている用紙等がある場合においては、この規則による改正後の当該規則の規定にかかわらず、当分の間使用することを妨げない。
附　則（昭和39年３月23日規則第17号）
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（昭和41年４月１日規則第22号）
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（昭和57年３月29日規則第41号）
この規則は、昭和57年４月１日から施行する。
附　則（昭和61年11月１日規則第97号）
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（昭和63年11月７日規則第107号）
１　この規則は、公布の日から施行する。
２　この規則の施行の際現に交付されているこの規則による改正前の様式による証明書等は、この規則による改正後の様式による証明書等とみなす。
３　この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規則に基づいて作成されている用紙がある場合においては、この規則による改正後の規則の規定にかかわらず、昭和64年３月31日までの間使用することを妨げない。
附　則（平成元年３月31日規則第68号）
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（平成６年10月17日規則第106号）
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（平成７年６月23日規則第43号）
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（平成７年９月29日規則第73号）
この規則は、平成７年10月１日から施行する。
附　則（平成10年３月24日規則第22号）
１　この規則は、平成10年４月１日から施行する。
２　この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規則に基づいて作成されている用紙がある場合においては、この規則による改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間使用することを妨げない。
附　則（平成12年３月29日規則第126号）
この規則は、平成12年４月１日から施行する。
附　則（平成22年３月24日規則第17号抄）
（施行期日）
１　この規則は、公布の日から施行する。
（経過措置）
２　この規則の施行の際現に交付されているこの規則による改正前の様式による証明書等は、この規則による改正後の様式による証明書等とみなす。
３　この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規則の規定に基づいて作成されている用紙がある場合においては、この規則による改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間、必要な調整をして使用することを妨げない。
附　則（平成22年３月31日規則第39号）
１　この規則は、平成22年４月１日から施行する。
２　この規則の施行の際現に作成されているこの規則による改正前の北海道種馬鈴しょ生産販売取締条例施行規則（以下「改正前の規則」という。）別記第６号様式による台帳は、この規則による改正後の北海道種馬鈴しょ生産販売取締条例施行規則（以下「改正後の規則」という。）別記第６号様式による台帳とみなす。
３　この規則の施行の際現に交付されている改正前の規則別記第11号様式による証票は、改正後の規則別記第11号様式による証票とみなす。
４　この規則の施行の際現に改正前の規則の規定に基づいて作成されている用紙がある場合においては、改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間、必要な調整をして使用することを妨げない。
附　則（平成22年３月31日規則第45号抄）
（施行期日）
１　この規則は、平成22年４月１日から施行する。
（経過措置）
２　この規則の施行の際現に交付されているこの規則による改正前の様式による証明書等は、この規則による改正後の様式による証明書等とみなす。
３　この規則の施行の際現にこの規則による改正前の規則の規定に基づいて作成されている用紙がある場合においては、この規則による改正後の規則の規定にかかわらず、当分の間、必要な調整をして使用することを妨げない。
　　　附　則（令和元年12月13日規則第54号）
この規則は、令和元年12月14日から施行する。
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